
◎環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法

律 
（平成一五年七月二五日法律第一三〇号）（衆）   

一、提案理由（平成一五年七月一五日・衆議院本会議） 

○松本龍君 ただいま議題となりました法律案について、提案の趣旨及びその内容を御

説明申し上げます。 

 本案は、持続可能な社会を構築する上で国民、民間団体等による自発的な環境保全活

動やその促進のための環境保全に関する意欲の増進及び環境教育が重要であることにか

んがみ、これらについての基本理念や環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に必要

な事項を定めようとするもので、その主な内容は、次のとおりであります。 

 第一に、基本理念として、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育は、国

民、民間団体等の自発的意思を尊重しつつ、多様な主体がそれぞれ適切な役割を果たす

こととなるように行われるものとすること、また、体験活動の重要性を踏まえ、多様な

主体の参加と協力を得るよう努めるとともに、透明性を確保しながら継続的に行われる

ものとすること等を定めております。そして、国民、民間団体等、国及び地方公共団体

について、基本理念にのっとった責務を定めております。 

 第二に、政府は、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本方針を定め

なければならないものとするとともに、都道府県及び市町村は、基本方針を勘案して、

その区域の自然的社会的条件に応じた方針、計画等を作成し、公表するよう努めるもの

としております。 

 第三に、国、都道府県及び市町村は、学校教育及び社会教育における環境教育の推進

に必要な施策を講ずるものとし、また、民間団体、事業者、国及び地方公共団体は、職

場における環境保全の意欲の増進または環境教育を行うよう努めるものとしております。 

 第四に、環境保全に関する知識及び指導能力を有する者を育成し、または認定する事

業を行う国民、民間団体等は、当該人材認定等事業について、主務大臣の登録を受ける

ことができるものとしております。 

 その他、人材の育成または認定のための取り組みに関する情報の収集・提供、環境保

全の意欲の増進の拠点としての機能を担う体制の整備、国民、民間団体等による土地等

の提供に関する措置、協働取り組みのあり方等の周知、国及び地方公共団体の財政上、

税制上の措置、情報の積極的公表等について定めております。 

 なお、この法律に基づく措置を実施するに当たっては、国民、民間団体等の自立性を

阻害することがないよう配慮するとともに、その措置の公正性及び透明性を確保するた

めに必要な措置を講ずるものとしております。 

 また、政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行状況について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとしております。 

 以上が、本法律案の提供の趣旨及び主な内容であります。 



 本案は、本日の環境委員会において、全会一致をもって成案と決定し、これを委員会

提出の法律案とすることに決したものであります。 

 何とぞ速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

二、参議院環境委員長報告（平成一五年七月一八日） 

○海野徹君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審査

の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、衆議院環境委員長の提出に係るものでありまして、その内容は、持続可

能な社会を構築する上で国民、民間団体等が行う環境保全活動並びにその促進のための

環境保全の意欲の増進及び環境教育が重要であることにかんがみ、これらについて基本

理念を定め、国民、民間団体等、国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、

基本方針の策定その他の環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に必要な事項を定め

ようとするものであります。 

 委員会におきましては、環境教育の重要性と本案の果たすべき役割等について質疑が

行われました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


